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 全体工期 契約締結日の翌日から令和５年
２月28日まで（但し、令和４年３月１日まで
に工事の始期を設定すること）
工事を施工しない日 設計図書のとおり
工事を施工しない時間帯 設計図書のとおり
本工事は、受注者が全体工期内で工事の始
期及び終期を任意に設定することができるフ
レックス工期を採用した工事である。工事の
始期までの余裕期間内は、監理技術者等を配
置することを要しない。また、現場に搬入し
ない資材等の準備を行うことができるが、資
材の搬入や仮設物の設置等、工事の着手を
行ってはならない。なお、余裕期間内に行う
準備は受注者の責により行うものとする。
 使用する主要な資機材 鋼材 約900ｔ
 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、企業・技術者の能力等、品質確保
のための体制、その他の施工体制の確保状況
を確認し、施工内容を確実に実現できるかど
うかについて審査し、評価を行う施工体制確
認型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。
なお、上記取り組みの詳細については、国
土交通省中部地方整備局 ホームページアド
レス：https://www.cbr.mlit.go.jp/
「公開情報」「入札・契約情報」「工事」
「総合評価運用ガイドライン等（工事関係）」
に記載されているとおりである。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事であ
る。
 本工事は、入札書及び技術提案書等の同時
提出を行う工事である。
 本工事は、施工手順の工夫等の創意工夫に
よる生産性向上の取り組みを推進する「生産
性向上チャレンジ」の試行対象工事である。
 本工事は、完全週休２日を確保した施工を
実施する試行の対象工事である。完全週休２
日を確保出来た場合に工事成績評定点におい
て評価する。

また、本工事の完成時に、完全週休２日取
組認定証が発行された場合、中部地方整備局
で発注される総合評価の評価項目において加
点対象とする工事である。
なお、完全週休２日取組認定証は、対象期
間中の全週間数に対して、休日対象日を現場
閉所とした週間数の割合が70％を超えた場合
に発行する。また、提出された工程表が週休
２日の取得を前提としていないなど、明らか
に、受注者側に週休２日に取り組む姿勢が見
られなかった場合については、内容に応じて、
工事成績評定実施要領の別紙様式第１におけ
る考査項目「７ 法令遵守等」の「８ その
他」の項目において、点数を減ずる措置を行
うものとする。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理費
の補正を行う試行工事である。
 本工事は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムによりがたいものは、発注者の
承諾を得て紙入札方式に代えることができ
る。
 本工事は、段階的選抜方式における一次審
査に係る申請書（以下「申請書」という。）及
び段階的選抜方式における一次審査に係る確
認資料（以下「確認資料」という。）を提出し
た者のうち、一次審査の審査評価点合計が上
位の者（以下「一次選抜者」という。）以外の
競争参加者による入札を無効とする段階的選
抜方式の工事である。
一次選抜者は、一次審査の審査評価点合計
が上位10者（審査評価点合計が同じ者が複数
いる場合は、そのすべての者を含む。）とする。
ただし、一次審査の審査評価対象者が10者を
超える場合は、10者を超えた者のうち上位半
数（小数が発生した場合は小数第１位を切上）
の者（審査評価点合計が同じ者が複数いる場
合は、そのすべての者を含む。）を加えること
とし、15者を上限とする。
 総価契約単価合意方式の適用
 本工事は、「総価契約単価合意方式」の対
象工事である。本工事では、契約変更等に
おける協議の円滑化に資するため、契約締
結後に、受発注者間の協議により総価契約
の内訳としての単価等について合意するも
のとする。

 本方式の実施方式としては、
イ 単価個別合意方式（工事数量総括表の
細別の単価（一式の場合は金額。ロにお
いて同じ。）のそれぞれを算出した上で、
当該単価について合意する方式）
ロ 包括的単価個別合意方式（工事数量総
括表の細別の単価に請負代金比率を乗じ
て得た各金額について合意する方式）が
あり、受注者が選択するものとする。た
だし、受注者が単価個別合意方式を選択
した場合において、の協議の開始の日
から14日以内に協議が整わないときは、
包括的単価個別合意方式を適用するもの
とする。

 受注者は、「包括的単価個別合意方式」を
選択したときは、契約締結後14日以内に、
契約担当課が契約締結後に送付する「包括
的単価個別合意方式希望書」に、必要事項
を記載の上、当該契約担当課に提出するも
のとする。
 その他本方式の実施手続は、「総価契約単
価合意方式実施要領」及び「総価契約単価
合意方式実施要領の解説」によるものとす
る。

 工事の実施形態 本工事は、国土交通省が
提唱するi-Constructionの取組において、Ｂ
ＩＭ／ＣＩＭ（Building／Construction In‑
formation Modeling, Management）を導入
することによりＩＣＴの全面的活用を推進
し、ＢＩＭ／ＣＩＭモデルの活用による建設
生産・管理システム全体の課題解決および業
務効率化を図ることを目的とする工事であ
る。詳細については追加特記仕様書によるも
のとする。
本工事は、契約後、監督職員へ提案・協議
を行い、協議が整った場合に、受注者希望型
としてＢＩＭ／ＣＩＭ活用工事とすることが
できる。
 間接工事費の実績変更方式の試行
 共通仮設費（率分）の実績変更 本工事
は、共通仮設費（率分）のうち、「運搬費」・
「安全費」（以下、共通仮設費（率分）の実
績変更）について、最終精算変更時にその
金額を実績により変更することが出来る
「共通仮設費（率分）の実績変更方式の試
行工事」である。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）に
おける一般土木工事の令和３・４年度一般競
争参加資格の認定を受けていること（会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民事
再生法（平成11年法律第225号）に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、中部地方整備局長
が別に定める手続に基づく令和３・４年度一
般競争参加資格の再認定を受けているこ
と。）。

 地域外からの労働者確保に要する間接費
の実績変更 本工事は、「共通仮設費（率分）
のうち営繕費」及び「現場管理費のうち労
務管理費」の下記に示す費用（以下、実績
変更対象費）について、工事実施にあたっ
て不足する技術者や技能者を広域的に確保
せざるを得ない場合も考えられることか
ら、契約締結後、労働者確保に要する方策
に変更が生じ、土木工事標準積算基準書の
金額相当では適正な工事の実施が困難に
なった場合は、実績変更対象費の支出実績
を踏まえ最終精算変更時点で設計変更する
ことが出来る試行工事である。
営繕費：労働者送迎費、宿泊費、借上費（宿
泊費、借上費については労働者確保に係る
ものに限る。）
労務管理費：募集及び解散に要する費用、賃
金以外の食事、通勤等に要する費用

 本工事は、見積参考資料の一部として「施
工条件明示チェックリスト」「概略工事工程
表」を開示する試行工事である。
 本工事は、建設キャリアアップシステム義
務化モデル工事の試行対象工事である。試行
内容の詳細は、特記仕様書によることとする。
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